
裁　決　書

審査請求人　　　　　　卜
j ㎜ 甼 ’

上記審査請求人から平成１９年１０月１１日に提起された宇城市福祉事務所
長（以下「処分庁」という。）が行った平成１９年９月２６日付け宇城市福事
1 60  1 1 号の保護変更処分（以下「本件処分」という。）に関する審査請求に
ついて、次のとおり裁決する。

・　主　文=
宇城市福祉事務所長が平成１９年９月２６日付け宇城市福事第160  1 1 号
で行った保護変更処分を取り消す。　　　　　　　　　　　　　卜

第 １

１

理　由

審査請求の趣旨及び請求人の主張　　　　　　　　　　　　　 二
審査請求の趣旨　　　　　 ＼
本件審査請求の趣旨は、処分庁が審査請求人（以下「請求人」という。）

に対して平成１９年９月２６日付けで行った本件処分について、その取消
しを求めるものと解される。　　　　　　　　　　　　し　　　　 フ

２　 饋求人の主張
請求人7は審査請求書において、「１０月に引越ししましたが、家賃が支払
われない事に納得がいきません」と主張し、また本件処分通知の前に当庁
に提出された書簡では、「今回親が今現在の自分たちの生活又老後の生活を
考え建てた家に私が入る事により宇城市役所から家賃の打切りを受けまし
た。現在毋はうつ 院)、父ヘルニア、糖尿病、右手首

骨折と仕事ができる態ではない為思い切って借屋を建て自分達の生活の安
定を図る目的で建てたものです。」
以上の点から、請求人の両親の今後の生活に家賃収入は必要であり、親

所有の借家に入居する場合は、住宅扶助は支給しないとする本件処分は違
法又は不当であると主張しているものと解される。
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３　処分庁の弁明
処分庁は弁明書において、請求人の両親は請求人を引き取り扶養する意

思があったこと、父所有住宅に転居した場合住宅扶助が削除される可能性
があることを事前に説明したこと、さらに請求人の父に家賃不要で請求人
に借家を貸す意思があることを確認したことをもって、本件処分は保護基
準に準ずるものであり、十分に法的根拠を示しているとして違法又は不当
≒な点はないと主張している。　　　　　　　　　　　　　　二

第２　‥当庁の認定事実及び判断　 づ
１　 認定事実　　　　　　　　 卜

調査したところ、次の事実が認められる。
（１）平成１９年８月２７日、請求人は処分庁を訪れ、以下のことを報告

した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　・　　　　　　|
･

・９ 月１０ 日までに引 っ越 す。
･冊 に主 の父 が所有 してい る家 屋を月巓

－i, 円 で借りる予定

である。 引越 め理 由は、９月分の保護費（生活扶助、住宅扶助）を停

止されて今め家賃が払えないからとのこと。 。
これに対して、処分庁の職員は請求人の父の所有借家に引っ越して

も住宅扶助が出ない可能性がある旨説明した。
（２）平成１９年８月２９日、請求人は処分庁に電話し、父所有の借家に

転居する理由と必要性について以下のとおリ説明した。
・現在住んでいるアパートより家賃が２千円安くなり。家族も近くに

住んでいるので、精神面での援助が受けられること。

△・通院については、これまで同様の通院（週２回）は出来なくなるが、

…………｡ ……-ご家族に送迎を 依頼し て通院 することが可能である。
…
…… …

……

（３）平成１９年８月２９日、処分庁の担当者と査察指導員が協議を行い、

下記のとおり方針を立てた。

、・今･回 のヶ 一 スは、扶 養義務者 （父 ）は農業を主就労（収入）として

、　 おり、家賃収入で生計を立てているのではないので、住宅費は扶助し

ない。　　　　　　　　　　　　　　　　　十
・今回のヶ－スで、扶養義務者が家賃を取らない場合は、移送費とし

て転居費用を扶助する。
・以上の内容を請求人及び請求人の父に知らせる。

（４ ）平成１９年８月３０日、処分庁の職員は請求人の父に電話し、以下

卜　 のようなやりとりを行った。
・請求人に家を貸した場合、請求人 から家賃をとる予定であるのか処
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分 庁 の 職 員 が 尋 ね る と 、 請 求 人 の 父 は 「 家 賃 収 入 を 見 越 し て 家 を 改 修

し た の で 、 家 賃 を 貰 う つ も り で あ る 。」 と 回 答 し た 。

・ 処 分 庁 の 職 員 は 民 法 で 定 め る 扶 養 義 務 者 の 義 務 に つ い て 説 明 し 、「 被

保 護 者 と 扶 養 義 務 者 間 の 賃 貸 借 契 約 で の 住 宅 扶 助 を 福 祉 事 務 所 と し て

は 認 め ら れ な い 。」 と 説 明 し た 。 こ れ に 対 し 、 請 求 人 の 父 は 「 出 せ な い

め で あ れ ば 、 仕 方 な い 。」 と 言 っ た 。

・ 処 分 庁 の 職 員 が 、 住 宅 扶 助 が 出 な い 場 合 で も 請 求 人 か ら 家 賃 を 貰 う

の か と 尋 ね た と こ ろ 、 請 求 人 の 父 は 「 請 求 人 の た め で あ れ ば 、 家 賃 な

し で 転 居 予 定 先 に 住 ま わ せ て も 良 い と 考 え て い る 。」 と 回 答 し た 。

・請 求 人 の 父 か ら 、「 請 求 人 に 対 し て 、 家 賃 な し で 良 い と 言 う の は 避 け

た い 、 自 分 か ら 申 し 出 た ら 、 請 求 人 は 意 地 に な っ て 転 居 し な い だ ろ う

と 思 う 。 で き れ ば 、 福 祉 事 務 所 か ら 伝 え て も ら い た い 。＼」 と の 依 頼 が 処

分 庁 の 職 員 に 対 し て な さ れ た 。∧こ れ に 対 し て 処 分 庁 の 職 員 は 、 請 求 人

の 父 の 考 え を 請 求 人 に 連 絡 す る こ と を 約 束 し た6　　　　　　　　　 卜

（ ５ ） 平 成 １ ９ 年 ８ 月 ３ ０ 日 、 処 分 庁 の 職 員 は 請 求 人 に 電 話 し 、卜以 下 の 説

明 を 行 っ た 。　　　　　 卜

・ 今 回 の 転 居 に よ り 住 宅 費 （ 家 賃 ） を 扶 助 す る こ と は で き な い こ と 。

・ 請 求 人 心 父 は 家 賃 な し で 請 求 人 に 家 を 貸 し て も 良 い と 言 っ て い た こ

と 。

・ 家 賃 な し で 転 居 す る 場 合 は 引 越 費 用 を 扶 助 す る 可 能 性 が あ る こ と 。

（ ６ ） 平 成 １ ９ 年 ９ 月 ３ 日 、 処 分 庁 の 職 員 が 請 求 人 宅 を 家 庭 訪 問 し 、 父 所

有 住 居 に 転 居 し た 場 合 、 住 宅 費 が 扶 助 で き な い と 再 度 説 明 し 、 移 送 費

卜 申 請 書 を 請 求 人 に 手 渡 し た 。　･ 。　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　･１　●

ｊ（ ７ ） 平 成 １ ９ 年 ９ 月 ５ 日 √ 請 求 人 か ら 処 分 庁 に 電 話 が あ り 、 請 求 人 の 父

か ら 「 家 賃 は 要 ら な い と は 言 っ て い な い と 言 わ れ た 。」 と の こ と 。

こ れ に 対 し 、 処 分 庁 の 職 員 が 請 求 人 、 請 求 人 の 父 、 処 分 庁 の 職 員 の

３ 者 で 再 度 話 し て も 良 い と 伝 元 た と こ ろ 、万請 求 人 は そ の 必 要 は な い と

回 答 し た 。

（ ８ ） 平 成 １ ９ 年 ９ 月 ７ 日 、 処 分 庁 の 職 員 が 請 求 人 に 電 話 し 、 転 居 後 の 住

宅 扶 助 に つ い て は 支 給 さ れ な い が 、 そ れ で も 良 い か を 再 確 認 し た と こ

ろ 、 請 求 人 は 了 承 し た 。

（ ９ ） 平 成 １ ９ 年 １ １ 月 ２ 日 、 事 実 関 係 の 確 認 の た め 当 庁 の 職 員 が 請 求 人

の 父 宅 を 訪 問 の う え 請 求 人 の 父 と 面 接 し 、 以 下 の こ と を 確 認 し た 。

・ 家 賃 に つ い て は 処 分 庁 か ら 電 話 が か か っ て きて 、 一 方 的 に 住 宅 扶 助

は 出 せ な い と 言 わ れ た 。 そ れ で 、 今 は 娘 か ら 家 賃 は 取 っ て い な い 。

・ 娘 に 住 ま わ せ て い る 家 は 、 今 の 年 金 収 入 だ け で は 老 人 ホ ー ム に 入 る
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ことになった時に心もとないので、家賃収入があれぱと思い知人から
３２０～３３０万円程借りて改修した。
・娘が住宅扶助基準額以上のアパートに住んでいることを知っていた
ので、自分が持っている貸家に住まわせれば、生活費からの手出しが
なくなるので、娘のためにも良いと思い、娘に引っ越してはどうかと
自分から提案した。

（10）本件処分にかかる審査請求は当初平成１９年９月１８日に提起され
たが、本件処分は平成１９年９月２６日付け宇城市福事第16011
号で通知されており、処分庁の職員から口頭で処分予定の説明があう
た段階での提起となっていた。
このため、請求人に対し処分後の再提出を指導し、平成１９年１０
月１ １ 日付け審査請求書をｉＯ月１２日に受理した。なお、本審査請
求書については、一部誤りがあったため補正を行っている。

２　 判断　　　　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　‥
（１）本件の争点は、扶養義務者が家賃収入を得る目的で所有する家屋に

被保護者が入居した場合に、住宅扶助の給付は適当でないと処分庁が
二判断したことについて、そのことが妥当かという点であるが、生活保
護法（以下「法」という。）及び厚生労働省の通知において、扶養義務
者所有の家屋に居住する場合、住宅扶助の給付ができないとする規定

はない。　　　　　六
卜　　　 法第４条第２項によれば、「民法に定める扶養義務者の扶養及び他の

法律に定める扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行われる

‥‥ものとする。」と規定されており､、扶養義務者である請求人の父が家賃
を徴収せずに住まわせることは、扶養義務者による家賃相当分の援助
と捉えることができる。
請求人の父における民法上の扶養義務は、解釈上通説とされている

生活扶助義務関係に当たるものであるが、この場合扶養の程度は社会
通念上それらの者にふさわしいと認められる程度の生活を損なわない

へ　　 程度とされている。そして、厚生事務次官､通知（昭和３６年４月１日
厚生省発社第１２３号）「生活保護法による保護の実施要領について」
の第４,扶養義務の取扱いにおいて、「この民法上の扶養義務は、法律上
の義務ではあるが、これを直ちに法律に訴えて法律上の問題として取
り運ぶことは扶養義務の性質上なるべく避けることが望ましいので、
努めて当事者間における話合いによって解決し、円満理に履行させる
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ことを本旨として取 り扱うこと。」とされている６　　　　。･　　　　　　、

この事 務次官 通知 の本旨から、扶養義務者所有の家屋の居住に係る
扶養義務の履行意思の確認については、保護の実施機関は、扶養義務

者に対して生活保護における扶養義務の取扱いを十分説明し√その上

で扶養のあり方 として住居の提供もあり得るこ とを理解してもらうよ

う話し合いを行い 、そ のうえで具体的な援助の意思を確認することが

必要であると認められる。
（２）本件については。処分庁は扶養義務者である請求人の父及びその世

帯の状況を調査するこ となく、扶養義務者が所有する家屋に入居する

場合は住宅扶助は支 給しないという方針を予め決め、住宅扶助は支給

じない 旨を電話により通告しており、ﾚそ の後にお いて も、請求 人の父
に対して生活保護における扶養義務の取扱いを十分説明し、その上で

扶養のあり方として住居の提供もあり得ることを理解してもらうよう
話し合いが行われ、そのうえで援助の意思が確認された状況は見られ

ない。
請求人の父は、「今後の生活のことを考えて、家賃収入を得る目的で

コ　家屋を改修したものであるが、処分庁から一方的に住宅扶助は出せな
いと説明を受けたため 、電話では話ができないと思い電話を切ったＪ
と当庁に対して説明している。このことは、処分庁が保管する平成
１ ９ 年８ 月３ ０ 日付け ケー ス記録票においても、処分庁が請求人の父

に電話した際に、民法の扶養義務を根拠に住宅扶助を認めることはで
きない 旨、やりとり の早い段階で説明したことが記録されており、処

分庁の方針ありきで説明じ、結果として扶養義務者に家賃分の援助を

強いた形となったことを示すものと判断される。
（３）以上のことから、本件処分は、扶養義務の履行意思の確認において、

前記厚生事務次官通知に掲げる本旨に基づき生活保護の実施機関が通

常行うべき対応を尽 くして行われたとは認められないというべきであ
り、従って、そのことを前提として行われた本件処分は違法なもので

あったと認められる。

３　結論卜
以上のとおり、本件審査請求は理由があるから。行政不服審査法第４０
条第３項の規定により、主文のとおり裁決する。
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平成１９年１１月３０日

熊本県知事 潮　谷　義

この裁決に不服があるときは、この裁決があったことを知った日の翌日から
起算して３０日以内に、厚生労働大臣に対し再審査請求をすることができます。
ただし、裁決があづたことを知った日の翌日から起算して３０日以内であっ

ても、裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると再審査請求をする
ことができなくなります。　　　　　　　　。
また、この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、この裁決の前提となる本件処分をした処分庁の所属する
宇城市を被告として（訴訟において宇城市を代表する者は宇城市長となります。）
処分の取消しの訴えを、又は熊本県を被告として（訴訟において熊本県を代表
する者は熊本県知事となります。）この裁決の取消しの訴えを提起することがで
きます。ただヽし、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内
であっても、裁決があった日の翌日から起算して１年=を経過すると本件処分又
は裁決の取消しの訴えを提起することができなくなります。　　 ご
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